
いわゆる「健康食品」・無承認無許可医薬品健康被害の情報提供について 

 

１ 概要 

みなと保健所では、いわゆる「健康食品」を含む食品の摂取による区民等の健康被害発

生の未然防止及び被害発生時の拡大防止をするため、様々な取組を行っています。 

特に、事業者からの健康被害に関する情報提供は極めて重要です。法令で義務づけられ

た情報提供に限らず、健康被害に関する情報を把握した際には、速やかにご提供いただく

ようご協力をお願いいたします。 

 

２ 根拠法令等 

（１）食品衛生法施行規則別表 17 の第９号ロ 

営業者は、製品に係る健康被害（医師の診断を受け、当該症状が当該食品又は添加物に

起因する又はその疑いがあると診断されたものに限る。ハにおいて同じ。）に関する情報

及び法に違反する情報を得た場合には、当該情報を都道府県知事等に提供するよう努める

こと。 

（２）食品衛生法施行規則別表 17 の第９号ニ 

営業者は、製品について、異味又は異臭の発生、異物の混入その他の健康被害につなが

るおそれが否定できない情報を得た場合は、当該情報を都道府県知事等に提供するよう努

めること。 

（３）いわゆる「健康食品」・無承認無許可医薬品健康被害防止対応要領について第４の１（１） 

都道府県等は平常時の対応として、各保健所は、管内のいわゆる「健康食品」の製造業

者等の実態把握に努めるとともに、当該業者に対して、健康被害の発生に関する情報を入

手した際には保健所へ情報提供するよう要請すること。 

  

３ 対象食品 

いわゆる「健康食品」（医薬品以外で経口的に摂取される、健康の維持・増進に特別に

役立つことをうたって販売されたり、そのような効果を期待して摂られている食品）とし

ます。なお、保健機能食品（特定保健用食品、機能性表示食品、栄養機能食品）に関して

も、本要領の対象食品となります。 

ただし、原則として、「機能性表示食品」、「特定保健用食品」、「指定成分等含有食品」

は別添２、３に基づいて対応をお願いします。消費者が医師の診断を受けていない場合

等、詳細が不明なとき等には暫定的に別添４に基づき対応します。 

 

【健康食品の分類】 
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４ 情報提供対象の事案 

事業者が医師や消費者等から、いわゆる「健康食品」に係る健康被害の情報を入手した

場合、自治体が厚生労働省に報告する際に使用する別添６「厚生労働省への報告要否確認

シート」を用い、「要報告」と判断した事案を保健所に情報提供してください。 

 

５ 情報提供方法 

別添７の様式に必要事項を記入し、メールで情報提供してください。 

なお、この様式は別添２「機能性表示食品等に係る健康被害の情報提供について」の別

紙と同様です。 

 

情報提供先: minato143@city.minato.tokyo.jp 

 

６ 情報提供期日 

・重篤事例の場合：事業者が情報を入手してからおおむね１５日以内 

・非重篤事例の場合：事業者が情報を入手してからおおむね３０日以内 

 

７ その他 

情報提供の対象かどうかを判断できない場合や、個別に相談したい場合は、下記担当ま

でご連絡ください。 

  

（担当） 

港区みなと保健所生活衛生課 

食品広域監視係・食品安全推進担当 

TEL：０３-６４００-００４７ 

FAX：０３-３４５５-４４７０ 



 

別添６ 


